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「改正雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律の施

行について」及び「育児休業・介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉

に関する法律の施行について」の一部改正について 

 

 

雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律（昭和４７年法律

第１１３号、以下「男女雇用機会均等法」という。）及び育児休業・介護休業等育児又は家

族介護を行う労働者の福祉に関する法律（平成３年法律第７６号、以下「育児・介護休業

法」という。）については、それぞれ平成１８年１０月１１日付け雇児発１０１１００２号

「改正雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律の施行につい

て」（以下「男女雇用機会均等法解釈通達」という。）及び平成２１年１２月２８日付け職

発第１２２８第４号、雇児発第１２２８第２号「育児休業・介護休業等育児又は家族介護

を行う労働者の福祉に関する法律の施行について」（以下「育児・介護休業法解釈通達とい

う。）により、その趣旨、内容及び取扱いを示し、それに基づく行政指導等を指示してきた

ところである。 

妊娠・出産等を理由とする不利益取扱い等の相談件数は、引き続き高い水準で推移して

いること、平成２６年１０月２３日には、男女雇用機会均等法第９条第３項の適用に関し

て最高裁判所の判決があったことなどを踏まえ、男女雇用機会均等法解釈通達を下記の通

り改正するとともに、同様に育児・介護休業法解釈通達についても下記の通り改正し、そ

れぞれ本日から適用することとしたので、その円滑な実施を図るとともに、労働者からの

相談、第三者からの情報、計画的事業場訪問等その端緒を問わず、男女雇用機会均等法違

反、育児・介護休業法違反や当該事業場の雇用管理に問題があると考えられる場合は、男

女雇用機会均等法第二十九条又は育児・介護休業法第五十六条に基づき、積極的に事業主

に対して報告を求め、又は助言、指導若しくは勧告を実施されたい。 

 

 

記 



 

 

１．男女雇用機会均等法解釈通達の一部改正 

  第２の４の⑼を⑽とし、同４の⑸から同⑻までを一号ずつ繰り下げ、同４の⑷の次に

次のように加える。 

   ⑸ 指針第４の３(1)柱書きの「法第九条第三項の「理由として」とは、妊娠・出産

等と、解雇その他の不利益な取扱いの間に因果関係があることをいう。」につき、

妊娠・出産等の事由を契機として不利益取扱いが行われた場合は、原則として妊

娠・出産等を理由として不利益取扱いがなされたと解されるものであること。た

だし、 

       イ ①円滑な業務運営や人員の適正配置の確保などの業務上の必要性から支障が

あるため当該不利益取扱いを行わざるを得ない場合において、 

 ②その業務上の必要性の内容や程度が、法第九条第三項の趣旨に実質的に反し

ないものと認められるほどに、当該不利益取扱いにより受ける影響の内容や

程度を上回ると認められる特段の事情が存在すると認められるとき 

       又は 

       ロ ①契機とした事由又は当該取扱いにより受ける有利な影響が存在し、かつ、当

該労働者が当該取扱いに同意している場合において、 

 ②当該事由及び当該取扱いにより受ける有利な影響の内容や程度が当該取扱

いにより受ける不利な影響の内容や程度を上回り、当該取扱いについて事業

主から労働者に対して適切に説明がなされる等、一般的な労働者であれば当

該取扱いについて同意するような合理的な理由が客観的に存在するとき 

       についてはこの限りでないこと。 

なお、「契機として」については、基本的に当該事由が発生している期間と時間

的に近接して当該不利益取扱いが行われたか否かをもって判断すること。例えば、

育児時間を請求・取得した労働者に対する不利益取扱いの判断に際し、定期的に

人事考課・昇給等が行われている場合においては、請求後から育児時間の取得満

了後の直近の人事考課・昇給等の機会までの間に、指針第４の３(2)リの不利益な

評価が行われた場合は、「契機として」行われたものと判断すること。 

 

２．育児・介護休業法解釈通達の一部改正 

第２の 22 の⑶に後段として次のように加える。 

     また、「因果関係がある」については、育児休業の申出又は取得をしたことを契

機として不利益取扱いが行われた場合は、原則として育児休業の申出又は取得を

したことを理由として不利益取扱いがなされたと解されるものであること。ただ

し、 

       イ (ｲ)円滑な業務運営や人員の適正配置の確保などの業務上の必要性から支障が

あるため当該不利益取扱いを行わざるを得ない場合において、 



 (ﾛ)その業務上の必要性の内容や程度が、法第十条の趣旨に実質的に反しないも

のと認められるほどに、当該不利益取扱いにより受ける影響の内容や程度を

上回ると認められる特段の事情が存在すると認められるとき 

       又は 

       ロ (ｲ)当該労働者が当該取扱いに同意している場合において、 

 (ﾛ)当該育児休業及び当該取扱いにより受ける有利な影響の内容や程度が当該

取扱いにより受ける不利な影響の内容や程度を上回り、当該取扱いについて

事業主から労働者に対して適切に説明がなされる等、一般的な労働者であれ

ば当該取扱いについて同意するような合理的な理由が客観的に存在すると

き 

       についてはこの限りでないこと。 

なお、「契機として」については、基本的に育児休業の申出又は取得をしたこと

と時間的に近接して当該不利益取扱いが行われたか否かをもって判断すること。

例えば、育児休業を請求・取得した労働者に対する不利益取扱いの判断に際し、

定期的に人事考課・昇給等が行われている場合においては、請求後から育児休業

満了後の直近の人事考課・昇給等の機会までの間に、指針第二の十一の(二)リの

不利益な評価が行われた場合は、「契機として」行われたものと判断すること。 
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